

























































































期日 法律変更の沿革 就業活動期間 再入国就業の制限期間
2003.	 8.	16 制定・公布 ３年 １年
2005.	 5.	31 改正・公布 ３年＋３年［a］ ６か月［b］
2009.	10.	 9 改正・公布 ３年＋２年 ６か月
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〔抄　録〕
アジアの中でも外国人の受け入れに閉鎖的だった韓国だが，「移住の世界化」などによ
り1980年代後半から「後発移民国」となった。2000年以降，外国人・移民の持続的な増加
にともなう定住化の進行や，急速に進んだ少子化，継続的な経済成長の必要性と先進国に
向かっている国家目標の達成のためにも，韓国政府は2000年代の半ばから「移民門戸」を
拡大し，積極的な「移民許容」政策を展開している。それにともない移民関連法制度の改
善など新たな移民制度を整える必要があった。
本稿では，韓国における「移民許容」の制度化がどのように進んでいるかを，永住資格
制度と帰化制度の変遷を中心に考察した。2000年代の半ばから永住資格制度が活性化され
たことで永住資格者が急増した（登録外国人の約10％）。また，帰化制度の変更（国籍法
の改正など）により，特に帰化者数が急増した（全外国人の約10％）。しかしながら，弊
害や問題点も多く現われた。
こうした現状から韓国政府（法務部）は新たな制度づくりに着手し先進型の制度構築を
図ろうとしている。永住資格制度と帰化を連動させる「永住資格前置主義」はその一つで
ある。しかしながら，女性結婚移民の関連団体などを中心とした反対などにより，現在足
踏み状態にある。反対の主な理由は，現在より国籍取得までの期間が長くかかることであ
るが，その背景に「永住資格前置主義」の持つ問題点が隠されている。
